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要　約
本研究の目的は、教員研修の現状を把握するために、全国の都道府県や政令指定都市において策定されて

いる教員研修計画等に基づいて、校長及び教員としての資質の向上に関する指標と教員研修の関わりを明ら
かにし、今後の教員研修の在り方を検討することである。本研究により、教員研修計画等に記載されている
育成指標の内容や研修との関わり等を分析するとともに、教員に求める資質能力やそのために実践している
研修内容を把握し、記載の実態や関係性等を分析することができた。さらに先進的な教員研修をしている教
育センター等の実践を把握することにより、OJTとOff-JTの関連づけの必要性や教員の課題意識に基づいた
自律的な研修促進の事例を把握することができた。今後の教員研修の課題として、育成指標に基づいた研修
体系の再構築とともに、教員の研修履歴の活用によるOJTを主とした研修体系の確立がある。

１　はじめに

本研究の目的は、教員研修の現状を把握するた
めに、全国の都道府県や政令指定都市（以降、都
道府県等と記載）において策定されている教員研
修計画等に基づいて、校長及び教員としての資質
の向上に関する指標（以降、育成指標と記載）と
教員研修の関わりを明らかにし、今後の教員研修
の在り方を検討することである。

本研究の目的を設定した理由の一つとして、教
員研修を取りまく環境の変化がある。教員研修の
機会としての教員免許状更新講習が廃止となり、
公的制度としての教員研修システムの重要性が再
認識されている。このことから、研修の実態把握

のために、育成指標の策定に基づいた教育セン
ター等における教員研修への取り組み状況を把握
する必要がある。二つ目は、教員に求められる資
質能力の多様化である。先に示された中央教育審
議会による「「令和の日本型教育」を担う新たな
教師の学びの姿の実現に向けて審議まとめ」（中
央教育審議会 2021）において、学校教育を担う
教員の資質能力が、社会の変化を踏まえて示され
た。教員が、示された資質能力を備えるためにも、
様々な機会を生かした教員研修が重要となる。三
つ目は、教員の研修機会としての OJT 重視の動き
である。これまでは研修機会として教育センター
等での Off-JT が重視され、教員研修として位置
づけられてきた。今後もこのことに変わりはない
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が、加えて各学校における研修機会としての OJT
の役割が再認識されてきた。このことから、各学
校における OJT の促進を図るために、教員の研
修機会の活用とともに、校内研修をサポートする
ための役割も加えた Off-JT が位置づけられてい
る。これらの教員研修に関する環境の変化や求め
られる資質能力の多様化、及び教員の研修機会の
変化等が本研究の目的の設定理由である。

本研究の目的を踏まえて、「教員研修の実態」
や「育成指標の策定及び内容の分析」、さらに「育
成指標と教員研修との関わり」に関する先行研究
をみていく。第一は「教員研修の実態」に関する
先行研究である。鈴木（2022a）は、教員研修の
実施形態により区分される校内研修としての OJT
や校外研修としての Off-JT、自己研修としての SD
に対する認識調査の分析結果を報告している。そ
の中で、OJT 実施における校内研修と個々の教員
の課題意識との関連や SD の実践における成果共
有の方法、さらに Off-JT に関する参加実績等の
達成状況の共有については課題であるとしている
ことが示された。また、鈴木（2022b）は教員の
職能成長と研修機会の関わりについて報告してい
る。その中で、ライフステージに応じた研修機会
を示すとともに、OJT を中心に据えた研修の必要
性を指摘している。若松・鈴木・多田（2021）は、
教員研修の現状と課題を学校や教員等への調査結
果に基づいて検討するとともに、OJT の促進に
対する具体的な対応策を提案した。その中で、教
員研修を進めるためには教員相互の OJT や校内研
修会が有効であるとし、効果的な OJT 推進のため
の手立てを OJT 推進ツールとして提案した。松田

（2020）は、研修の在り方として、「学び続ける教
員像」の具体化に向けた研修の奨励施策を都道府
県等が策定した教員研修計画の分析結果により検
討した。報告の中で、研修の奨励施策として受講
管理や効率的実施策、支援策があることを示すと
ともに、強制される教員研修ではない自発的・自
律的な取り組みが必要であるとしている。

これらの先行研究により教員研修の実態として、
多様な形態があるとともに、研修において OJT

が中心的な取り組みになることや、教員の自発的・
自律的な研修となることの必要性等が示されてき
た。しかし、育成指標と教員研修の関わりの実態
や、都道府県等が示す教員研修体系における OJT
の位置づけは不明なままである。

第二は「育成指標の策定及び内容の分析」に関
する先行研究である。鈴木・福島（2022）は、東
北地方の各県及び政令指定都市の教員研修計画の
分析及び運用の実態把握から、教員等の育成指標
の内容と研修との関係の分析を行った。報告によ
ると、限られた地域の実態ではあるが、各県や政
令指定都市で策定された教員研修計画の記載内容
や研修との関わり、さらに育成指標において設定
されている視点数の違い等の多様性が示された。
また、赤星（2020）は、わが国における「教員育
成指標」の策定の実際と課題を検討した。報告の
中で、育成指標策定の背景を明らかにした。さら
にいくつかの都道府県等の育成指標について資質
能力の分類や成長段階の分析を行うことにより、
体系化の必要性は認めるものの教員個々の自主
性・自律性を尊重すべきであるとした。津村（2020）
は、関東地方の一都六県を対象として育成指標を
分析した。報告の中で、育成指標で示されている
キャリアステージや資質能力を中心に分析を行
い、地域特性に配慮した創意工夫や独自性がある
ことを指摘した。加えて、櫻井・阿内・佐久間（2019）
は、教員育成指標にみるキャリアステージ区分の
態様について全国調査を基に、人事政策と研修の
二つの視点から分析した。その中で、育成指標は
教員のキャリアステージを整理統合することによ
り策定されたこと、さらにキャリアステージの前
半は細部の区分がされているが後半は長期的な区
分が多いこと等を指摘した。

これらの先行研究により、育成指標策定の経過
や具体的な資質能力等の内容が示されてきた。し
かし、これまでの研究は、分析内容が限定的であっ
たり、調査対象が限られていたりするなど、全国
を対象とした網羅的な分析とはなっていない。

第三は「育成指標と教員研修との関わり」に関
する先行研究である。鈴木・福島（2022）は、教
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員研修計画と育成指標との関わりについて、東北
地方の各県及び政令指定都市に調査対象を限定し
て、実態を報告している。その中で育成指標に示
されたライフ及びキャリアステージに設定されて
いる研修の実態や、研修と育成指標の視点との関
連を検討し、多様性があることを指摘した。また、
鈴木 ･ 佐藤他（2022）は、学校における教員研修
の実態とともに育成指標の認知及び活用状況を質
問紙調査の結果から検討した。報告では、育成指
標の周知については、小学校や中学校等すべての
校種で実施されていた。しかし、教員等の必要感
については「キャリステージとの関連」等の認識
が高いものの、「センター研修等」との関連づけが
低い等のばらつきがみられた、としている。さら
に、山本（2021）は、横浜市の教員研修の実態を
踏まえ、教員の育成指標と研修のあり方について
検討した。その中で、教員研修において育成指標
を活用していくための手立てとして、自己分析
チャートとの連動を図ることにより、セルフ・マ
ネジメントを踏まえた研修が実現できるとした。
加えて、三浦・武田他（2021）は、教員養成段階、
特に学生の教育実習時における「秋田県教員育成
指標」の活用の在り方を検討した。報告の中で、
教育実習の評価と関連づけるためには育成指標で
示されている項目の取捨選択や教員養成課程で示
された目標等と関連づけることが必要であるとし
ている。

これらの先行研究から、育成指標と教育研修及
び教員養成との関連性が示されてきた。しかし、
教員研修と OJT としての校内研修との関連づけに
ついての検討がなされているとはいえない。

これまで検討してきたように教員研修と育成指
標の関連に関する先行研究から、教員研修の実態
や育成指標の策定及び内容の分析、さらに育成指
標と教員研修との関わり等が明らかにされてき
た。その一方、教員研修体系における OJT の位置
づけや育成指標の内容の分析、及び教員研修と校
内研修の関連づけ等の実態把握が限定的であった
り、調査対象が限られていたりするなど、全国を
対象とした分析とはなっていない。

このことを踏まえ本研究の目的を、教員研修の
現状を把握するために、全国の都道府県等で策定
している教員研修計画等に基づいて、育成指標と
教員研修の関わりを明らかにし、今後の教員研修
の在り方を検討することとした。

本研究の目的にせまるために、全国の都道府県
等を対象に、それぞれが策定した教員研修計画や
研修の手引等を収集し、育成指標の内容や教員研
修との関わり等の分析をする。さらに、特徴的と
思われる教員研修を行っている都道府県に訪問調
査を行い、実態の把握を行う。

２　実態調査について

本研究の目的にせまるための調査対象は、全国
の都道府県及び政令指定都市とする。調査及び分
析の手順は、鈴木・福島（2022）に準じている。
本研究では、育成指標の内容や教員研修体系との
関係を把握することを目的としている。実態を把
握するために、都道府県等の教育委員会が策定し
た教員または教職員研修計画、及び教育センター
等で作成した研修の手引等を収集した。それらの
計画書等に記載されている育成指標の内容や研修
との関わり等を分析することにより、教員に求め
る資質能力や実践している研修内容を把握し、記
載の実態や関係性等を分析した。なお、収集と分
析にあたっては、結果の妥当性を確保するために
２人で分担して分析を行った後、相互に確認した。

教員研修計画等に示された育成指標に基づく教
員研修の実態を把握するために、以下に示す８つ
の視点を設定した。視点の第一は教員研修計画の
記載内容である。各都道府県等教育委員会は、育
成指標を踏まえ、意図的に教員研修計画を策定し
ている。その策定の実態を把握する。第二は、育
成指標の策定状況である。具体的には管理職と事
務職の育成指標の策定状況を把握する。第三は、
育成指標に示された視点の実態である。育成指標
に示された資質能力の視点の設定状況を把握する。
その際、教員と管理職それぞれを対象に分析する。
第四は、策定された育成指標に示されたキャリア
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ステージの設定状況である。実態としては、都道
府県等の育成方針により多用な設定がなされてい
ると考えられる。第五は、10年目を超えた教員を
対象とする中堅期後の研修の実態である。実施し
ている都道府県等があり、さらに実施形態も異な
ると考えられる。第六は、育成指標と研修内容を
関連づけるための工夫の実態である。この取り組
みにより、育成指標を踏まえた研修体系が具体化
されることになる。第七は、教員の研修体系と校
内研修の関連づけである。教員免許状更新制度が
見直され、これに伴い研修における OJT がより
重要視されるなどの状況から、校内における力量
形成が各都道府県等の施策として重要視されるこ
とが見込まれる。第八は、育成指標を踏まえた教
員研修の実際である。全国には、教員研修の重要
性を踏まえ創意あふれる様々な実践がされてき
た。本研究の目的を踏まえ、特徴的な教員研修の
実践を明らかにする。これらの８つの視点を設定
して、策定された教員研修計画等及び訪問調査に
基づいて、育成指標と教員研修の実態を分析して
いく。

調査対象は各都道府県や政令指定都市の教育委
員会が2022年度のものとして策定した教員研修計
画、及び教育センター等で作成した研修の手引等
である。それらの計画や手引等は HP からダウン
ロードしたり、直接問い合わせたりすることによ
り資料を入手した。

なお、一部の都道府県等には、教員研修計画を
策定しないで教育センター等の研修の手引に同様
の内容を記載している場合があった。また、用い
られている名称として、「教員」研修計画、「教職
員」研修計画、さらには「教員等育成指標及び研
修計画」等としているところもあり、この点は都
道府県等によって様々であった（このことを踏ま
えて、これらの計画や手引を教員研修計画等と標
記する）。

不明な点は、対象とする都道府県等の教育委員
会や教育センター等に連絡をして確認した。ただ
し、一部の都道府県等によっては、教育センター
等の HP へのアクセスに認証システムを採用して

いる場合もあった。さらには、教員研修計画等を
一般に公開していない場合もあり、すべての調査
対象都道府県等から資料を入手することはできな
かった。結果として、資料を入手できたのは、都
道府県等の合計67の内、56であった。それらの冊
子資料を入手できなかった都道府県等に関して
は、該当する教育委員会や教育センターが HP で
公開している育成指標や研修計画等に限定し、分
析対象として用いた。

さらに本研究の目的と関わりのある特徴的な実
践について、直接訪問して聴き取り調査を行った。

３　都道府県等における教員研修計画及び
育成指標と研修体系の関連

本章では、都道府県等の教育委員会が策定した
教員研修計画及び研修の手引等⑴の内容や育成指
標に示された教員に求められる資質能力、さらに
育成指標と研修の関係等の実態を検討する。
⑴　教員研修計画等の記載内容

都道府県等が策定した教員研修計画等に含まれ
る内容について、本研究では基本方針提示の実態
や育成指標と研修計画の関係、さらに教職大学院
等での派遣研修の実態や校内研修との関わりにつ
いて取り上げ、整理する。なお、本章において分
析対象とした都道府県等の合計は67である。

表１は、都道府県等教育委員会及び教育センター
等が策定した教員研修計画等、さらに HP 等に示
されている教員研修の内容に関する記載及び掲載
の状況を示したものである。以下にそれぞれの記

表１　都道府県等の教員研修計画等の記載内容
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記載内容 記載県等数

基本方針 ・基本構想 55 

研修体系 全体構想図等 60 

研修と指椋との関連（全休図として） 39 

基本 ・専門等研修計両 48 

基本研修計両（含む育成指椋の観点） 29 

派遣研修の品載（研修体系に） 26 

校内研修の品載（研修体系に） 27 



載内容について検討していく。
検討内容の第一は、「基本方針・基本構想」で

ある。資料として入手できた56都道府県等の教員
研修計画等に、基本方針や基本構想等を記載して
いたのは55であり、一つには記載されていなかっ
た。主な記載内容として、教員研修をめぐる時代
背景や教育公務員特例法の改正を踏まえた育成指
標及び教員研修計画策定の義務化、さらに教員研
修の意義等であった。第二は「研修体系　全体構
想図等」である。研修体系の図については、教員
研修計画等が入手できたほとんどの都道府県等で
作成していた。さらに教員研修計画等とは別に作
成している場合もみられた。それらを合計すると、
60都道府県等が公表していた。具体的な内容をみ
ていく。研修体系として、勤務経験年数や職位、
校内での位置づけといった教員としてのキャリア
に関する成長段階（本稿では以下、キャリアステー
ジ）と、基本研修や専門研修、特別研修等の研修
の枠組みとの関連を示している場合があった。ま
た、研修体系の全体イメージとして、キャリアス
テージと具体的な研修講座との関係を示している
都道府県等があった。さらにキャリアステージと
研修の枠組みを示し、それらに育成指標で示され
た視点を関連づけて記載している全体計画もあっ
た。各都道府県等で作成されている研修体系等で
ほぼ共通していた内容は、キャリアステージを踏
まえた研修の枠組みの提示があったことである。
第三は研修と育成指標との関連の提示状況であ
る。関連を全体図として示していたのは39都道
府県等であった。記載状況として、主な研修講座
に育成指標の各要素を示したり、全体構造を図示
した上で育成指標の要素を研修体系と関連づけて
記載したり、全体の概念図に主な要素を配置した
りと様々であった。第四は「基本・専門等研修計
画」の掲載状況である。今回入手できた教員研修
計画等の約86％の48都道府県等に、これらの研修
計画が掲載されていた。それ以外の都道府県等に
ついては、教育センターの HP に研修全体や区分
ごとの一覧表で示されていた。研修計画の掲載内
容として、研修講座名やキャリアステージとの関

連、対象校種、対象職種、研修実施の目的、実施
日等であった。第五は、第四の視点とも関わるが、
研修計画と育成指標に示された資質能力の関連づ
けの実態である。研修計画に育成指標に示された
資質能力との関係が示されていたのは29都道府県
等であった。研修計画の一覧表の列に視点の欄を
示して各研修講座との関連づけを図ったり、資質
能力の内容を記載したりと様々な工夫がされてい
た。その一方、研修一覧表を作成している48都道
府県等の中の19については、研修一覧表に育成指
標と関連づけを示す内容の記載はなかった。第六
は「派遣研修の記載（研修体系に）」についてで
ある。派遣研修として、教職大学院や教育セン
ター、教職員支援機構等がある。研修期間は、教
職大学院は１年から２年、教育センターの長期研
修生は１年など、派遣機関によって異なる。表１
によると、研修体系や全体図が記載されていた60
都道府県等の中で、派遣研修の記載があったのは
26であり、全体の43％程度とやや低いといえる。
教員の研修の機会として、校内で行われる OJT や、
教育センター等校外で行われる Off-JT に加え、
教職大学院や独立行政法人教職員支援機構等での
派遣研修の存在を周知することは、教員の研修意
欲を高めるためにも重要となる。第七は「校内研
修の記載」についてである。教員研修の機会とし
て、教育センター等で行われる Off-JT や教員個々
人の課題意識に基づいて取り組まれる自己研修と
しての SD がある。さらに、それらが教員として
の実践力の向上に結びつく取り組みが OJT とし
ての校内研修である。研修体系や全体図を作成し
ている60都道府県等のうち、それらに校内研修に
ついて記載しているのは29であり、全体の５割
程度であった。2022年度には、教員免許更新制度
の見直しがあり、教員研修における校内研修の果
たす役割が、今後ますます重要になってくる。各
都道府県等では、このことを踏まえた、研修体系
の構築が求められることになる。
⑵　育成指標の策定状況

全国の都道府県等における管理職及び事務職用
育成指標の策定状況を示したのが図１である。な
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お、教員用育成指標はすべての都道府県等で策定
済みであった。ただし、ある県では県及び当該県
内の政令指定都市と共通の指標を用いていた。

管理職の育成指標が教員とは別に作成されてい
たのは、67都道府県等のうち54となり、全体の
約81％であった。このことから、多くの都道府
県等が管理職の育成指標を別葉で作成しているこ
とが分かった。ただし、管理職の育成指標の対象
者として、校長のみとしていたり、副校長や教頭
を含めたり、さらに副校長は別葉で作成されてい
たりと形態は様々であった。また、管理職の育成
指標に示されている資質能力の観点としては、都
道府県等によって、少数に絞っていたり、何十に
も及んでいたりと多様であった。

次に事務職の育成指標の策定状況である。事務
職の育成指標が策定されていたのは、12都道府県
等であり、全体の20％程度であった。ただし、今
回の調査はあくまで HP からの検索であり、掲載
していない都道府県等については把握できていな
い。なお、多くの都道府県等が「教職員」研修計
画としているが、事務職の指標がそれと対応して
策定、公表されているとはいえない状況がみられ
る。既に事務職の育成指標を策定した都道府県等
は、教員の育成指標との関連づけを図りながら記
載されているところもあったがそれが不明のとこ
ろもあった。各学校においては、組織力の向上を
図るためにも「チーム学校」を踏まえた教育活動
が必須となる。このことから、事務職に対する育
成指標、さらにこのことを踏まえた研修体系の構
築が求められる。

以上のように教員用の育成指標は、全ての都道

府県等で策定されている。管理職用については、
内容を焦点化し別葉で策定している都道府県は８
割程度であった。管理職が果たすべき多様な役割
を踏まえると、今後別葉で策定する都道府県等が
増えていくと考えられる。また、事務職の育成指
標の策定・公表の状況は、まだまだ低いといえる。
教職員等の一人ひとりの能力を生かした「チーム
学校」の推進のためにも、事務職の育成指標の策
定及び計画的な研修機会の確保が求められる。
⑶　育成指標に示されている視点
①教員用育成指標

教員を対象とした育成指標に記載されている視
点を、全都道府県等との百分率で示したのが図２
である。さらに、各都道府県等の育成指標に示さ
れた細かな区分数（細区分）ごとに該当数を示し
たのが図３である。集計は67都道府県等を対象
とした。各都道府県等で育成指標として設定して
いる視点について、次のような傾向が見られた。

第一は視点の内容についてである。内容につい
ては都道府県等を横断的に見た時、共通している
視点がある。他方で各都道府県等固有の視点を設
けているところもあることが確認された。

まず、視点設定における共通事項である。本稿
において設定した領域分類からみたとき、「学習
指導力」に分類できる視点と、「生徒指導・子ど
も理解・学級経営」に分類できる視点については、
対象とした都道府県等全てにおいて設定してい
た。また「教員素養・人間力等」（98.5%）や「地
域連携」（92.5%）に分類できる視点については、

図１　管理職及び事務職育成指導の策定状況

図２　教員用育成指標に示されている視点（領域）
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全てではないものの、ほとんどの都道府県等にお
いて設定していた。以下、「教職員連携・協働（チー
ム）」（86.6%）、「マネジメント力」（80.6%）、「危機
管理 学校安全」（70.1%）に分類できる視点を設定
している都道府県等も多い。以上の項目は、ほぼ
共通している視点であるといえた。

なお、図には示さなかったが、領域分類レベル
をさらに集約すると、各都道府県等でおおむね４
つのカテゴリで育成指標を設定しているといえた。
その１は「学習（教科）指導力」（上記の「学習指
導力」にあたる項目）、その２は「生徒指導力」（同

「生徒指導・子ども理解・学級経営」にあたる項目）、
その３は「マネジメント力」（同「地域連携」「教
職員連携・協働（チーム）」「マネジメント力」「危
機管理・学校安全」にあたる項目）、その４は「人
間的素養」（「教員素養・人間力等」にあたる項目）
に分類できた。またその４については育成指標と
して示すのではなく「教員としての基礎的素養」（た
とえば、群馬県）や「求める教師像」（たとえば、
福井県）などのような形で、育成指標とは別に表
示している都道府県等もあった。

次に各都道府県等固有の視点についてである。

多くは「都道府県等の課題への対応」に関する視
点である。たとえば「本県の教育課題への理解と
対応」（福島県）や「滋賀の自然や伝統・文化・
環境などに関する知識（中略）を持っている」（滋
賀県）などがある。

第二は視点の数についてである。最小が５、最
大が37となっており、幅は大きいといえる。
②管理職の育成指標

管理職を対象とした育成指標に記載されている
視点の百分率を図４に示した。また、それらの育
成指標に示された細区分ごとに該当数を示したの
が図５である。なお、本稿では教員と別に学校管
理職の育成指標を何らかの形で明示していること
が探索できた64都道府県等を対象とした。

第一は視点の内容についてである。学校管理職
を対象とした育成指標に記載されている視点の内
容の割合を図４に示した。本稿において設定した
分類からみたとき、多い順に「組織管理・運営（マ
ネジメント）」（100.0%）、「人材育成・人事管理」

（96.9%）、「地域連携」（92.2%）、「基本的資質能力、
知識、識見」（92.2%）、「危機管理・安全」（90.6%）、

「協働、チーム学校等」（85.9%）となる。これらの
視点は多くの都道府県等で育成指標として設定さ
れている傾向が看取できた。他方で、「実務 渉外、
事務、財務管理」（40.6%）、「子ども理解、特別支
援教育」（28.1%）、「学力向上、学習指導」（23.4%）、

「都道府県課題」（21.9%）に分類できる視点を育成
指標として設定している都道府県等はあったもの
の、これらは割合的には少ないことが看取できた。

図３　教員用育成指標に示されている視点（細区分）

図４　管理職用育成指標に示されている視点（領域）
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第二は視点の数についてである。最小が４、最
大が40となっており、幅は大きいといえる。
⑷　キャリアステージと研修体系の関係

教員のキャリアステージの数については、櫻井・
阿内・佐久間（2019）が検討している。このこと
を踏まえ、本調査結果は、2022年度における実態
を検討する。全国の都道府県等の育成指標に記載
されているキャリアステージの段階数を示したの
が図６である。なお、ステージ区分に「採用期」「養
成期」などの形で、入職前の資質能力について触
れている都道府県等も多かったが、本稿では入職

以降のステージ数のみをカウントした。なお集計
の対象となったのは67都道府県等である。

定量的に見た場合、３段階としている都道府県
等が30、４段階としている都道府県等が30あり、
割合的に多くの都道府県等が３段階か４段階でス
テージ数を構成している。他方で５段階としてい
る都道府県等は７となっている。

ステージの段階区分についてみると、年齢で分
けている都道府県等、勤務経験年数で分けている
都道府県等があった。また、最終ステージを管理
職のステージと位置づけ、教員としての成長の延
長線上に管理職の資質能力を設定している都道府
県等もみられた。例として５段階に設定している
都道府県等の最終ステージをみると、「48歳〜」（岩
手県）、「21年目以上」（宮城県）、「管理職」（福島
県）、「20年〜」（高知県）、「26年〜」（熊本県）、「概
ね18年目以降」（沖縄県）といった表記になって
いる（福岡市も５段階あるが、段階区分に関する
明確な表記は探索できなかった）。
⑸　中堅期後の研修講座の設定状況

各都道府県等の研修体系として、経験年数が
10年目前後に実施される中堅教諭等資質向上研修
までは、ほぼ整備されている。しかし、中堅期後
に悉皆研修を設定しているか否かは、都道府県等
によって異なる。教育委員会や教育センター等が
作成している教員研修計画等を参照し、中堅期後
において教員を対象とした悉皆研修の実施の有無
を調べた結果を図７に示した。さらに、中堅期後
の研修講座の設置数をまとめたのが図８である。

図５　管理職用育成指標に示されている視点（細区分）

図６　設定されているキャリアステージの数 図7　中堅期移行の研修の実施
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探索できなかった10都道府県等を除く57都道府
県等中、中堅期後の悉皆研修を実施している都道
府県等は24あった。その内、講座数が１であると
ころが多かった。なお、図８中の「不明」とは、
実施していることまでは探索できたが、講座数ま
では探索できなかった都道府県等を指す。
⑹　育成指標と研修内容との関連づけ

次に各都道府県等における研修内容への育成指
標の関連の表記の仕方を見ていく。各都道府県等
の実態を整理したのが表２である。表の作成にあ

たり、ひとまずは各都道府県等の研修計画を参照
したが、全国的な傾向を明らかにするという本研
究の目的に照らし、それとは別に研修内容につい
て書かれているもの（「研修案内」、「研修のしおり」
等）についてもウェブ上で可能な限り参照した。
また複数の表記の仕方で関連を示している都道府
県等があったが、その場合はより詳細な表記パター
ンの優先順（パターン：４＞２・３＞１＞５）で
カテゴリ分けした。なお、研修内容と育成指標と
の関連を探索できなかった都道府県等が14あった。

研修内容と育成指標との関連の表記の仕方は、
表２の５パターンに整理することができた。

パターン１は「研修講座ごとに視点を提示」す
るものである。研修概要と育成指標の中項目（キー
ワード）を対応させている都道府県等もあれば（図
９、愛媛県の例）、育成指標の細項目と対応させ
ている都道府県等（図10、埼玉県の例）もあるな
ど差異が見られる。

パターン２は「育成指標の視点ごとに研修を配
置」するものである。育成指標に対応する研修の
名称をそのまま表記する都道府県等もあれば（図
11、新潟県の例）、両者の関係を記号で標記し、よ
り直観的に理解できる表記とする都道府県等（図
12、徳島県の例）もあるなど差異が見られる。

パターン３は「各研修講座一覧に指標の観点を
明示」するものである。各研修と育成指標との対
応関係を記号で表記する都道府県等もあれば（図
13、佐賀県の例）、それに加えておおよその研修
内容について表記を重ねている都道府県等（図14、
秋田県の例）もあるなど差異が見られる。なお図
14で秋田県の基本研修の表記を紹介したが、秋田
県においては基本研修と専門研修とで表記が異
なっており、専門研修においては記号を用いてよ
り直観的に理解できる表記になっている。

パターン４は「研修と育成指標の関係を（やや
大まかに）図示」するものである。両者の関係に
ついて教員についてのみ示している都道府県等（図
15、富山県の例）もあれば、教員同様管理職につ
いても関係を示している都道府県等（図16、山口
県の例）もあるなど差異が見られる。

パターン５は「キャリアステージごとに表示」
するものである。キャリアステージごとの育成指
標の詳細は他で示しつつ、キャリアステージと研
修との関係について示すシンプルな表記の例であ
る（図17、大阪府の例）。

以上のように各都道府県等で研修内容と育成指
標との関連を示す方法に様々な工夫が見られた。
定量的にはパターン３やパターン２の自治体が多
かった。これらでは、研修と育成指標との関連づ
けを詳しく把握することができる。他方でそうし

図８　中堅期移行の研修の実施

表２　育成指標と研修体系の関係提示

パターン 提示の関係 該当県
等数

１ 研修講座ごとに視点を提示 11
２ 育成指標の視点ごとに研修を配置 13
３ 各研修講座一覧に指標の観点を明示 18
４ 研修と育成指標の関係を図示 ９
５ キャリアステージごとに表示 ２
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た表記の仕方では情報過多になる傾向もある。パ
ターン４やパターン５のようなシンプルな表記の
方が全体傾向を理解しやすい場合もある。パター
ン１のように、各研修概要で指標との関連を表記
すると、受講にあたって研修と育成指標との関連
づけに関する意識を高めることができるが、これ
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●キ ア教育の充実　 ◇教育相談
■学習指導要領の要点【中 高】
■教科における基本的な指導技術と授業展開【小 特】
■各障害種における教育の実際【特】
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◇保護者対応と連携【小 中 高 特養】
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目

図９　関係提示　パターン１（愛媛県）

図11　関係提示　パターン２（新潟県）

図13　関係提示　パターン３（佐賀県）

図15　関係提示　パターン４（富山県）

図17　関係提示　パターン５（大阪府）

図10　関係提示　パターン１（埼玉県）

図12　関係提示　パターン２（徳島県）

図14　関係提示　パターン３（秋田県）

図16　関係提示　パターン４（山口県）
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中学校における国語の指淫の「今」と「これから」を考え : ..... , 漬賣・ 籠力：賣質・ ・ヵ：資質・・カ
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するための指導方法について叶修します。
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目的） 内容等）

午習搾当要倒の趣旨1こ甚づき、区箆で正廓 0主体的・対話的で深い平びについて（講義・演苔）
に痺解し、 適切に表税する資質・能力を育成 0指導方法のT夫と授業改苔 （演弩・協議）
するためのよりよい指導の在り力を考え、授 ＊外邸講師を招く予定

業力の向上を図る。
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のみでは全体を把握することが難しい。両者の関
連づけを示す表記方法については、実際の研修の
場面での研修講師の意識づけの方法もあわせて検
討されることが必要であろう。
⑺　研修体系と校内研修との関わり

各都道府県等の教育委員会が作成している教員
研修体系上に、校内研修に関する記載があるかど
うか、あった場合はどのような内容かを調べた結
果を図18に示した。複数の表記の仕方で関連を示
しているところがあったが、その場合は「研修体
系に校内研修を位置づけ」＞「OJT 関連を記載」
＞「校内研修について特別な記載はない」の優先
順でカテゴリ分けした。なお、研修体系等が未探
索の７都道府県等を除く60都道府県等を集計の対
象とした。

分析の結果、研修体系に校内研修を位置づけて
いる都道府県等が比較的多く、校内研修の位置付
けはないが OJT について記載をしている都道府
県等がそれに次いだ。また、校内研修について研
修計画等に特別の記載が見られなかった都道府県
等が24あった。
⑻　小括

本章では全国の都道府県等が策定している教員
研修計画等の記載内容を分析した。本章のまとめ
は以下の通りである。

第一は教員研修計画の記載内容である。多くの
都道府県等が基本方針や研修体系を示していた。
他方、育成指標との関連づけは十分とはいえない。

さらに研修体系に派遣研修や校内研修を示してい
る都道府県等は５割程度であり、低いといえる。
第二は、育成指標の策定状況の把握である。教員
用育成指標は、全ての都道府県等で策定されてい
た。管理職の育成指標が別葉で策定されていたの
は８割程度であり、今後その割合が高まると考え
られる。事務職の育成指標の策定・公表状況は２
割程度で、低いといえる。第三は、育成指標に示
された視点の実態である。教員用育成指標では、
学習指導や生徒指導、マネジメント、教員として
の素養等が視点として示されていることがほぼ共
通している。他方で県等の教育課題を視点として
設定しているのはわずかであった。また、設定し
ている視点数は、細区分レベルでみると都道府県
等により幅があった。管理職の育成指標では、組
織管理・運営（マネジメント）や人材育成・人事
管理等が視点として示されていることがほぼ共通
している。第四は策定された育成指標に示された
キャリアステージの設定状況である。キャリアス
テージとして３段階と４段階が多く、５段階が１
割程度であった。都道府県等により幅があり、育
成方針や実態を踏まえた設定がなされている可能
性がある。第五は10年目を超えた教員を対象と
する中堅期後の研修の実態である。資料上、実施
している都道府県は少数にとどまり、他方で実施
しないとした都道府県等が５割程度であった。第
六は、育成指標と研修内容を関連づけるための工
夫の実態である。関連づけの方法として、研修講
座ごとに指標を示していたり、指標の観点ごとに
研修を配置したりと、様々な工夫がされていた。
これらにより、育成指標を踏まえた研修体系が具
体化されている。第七は教員の研修体系と校内研
修の関連づけの実態である。研修体系に校内研修
を位置づけていたり、OJT に関する記載してい
たりするなどの工夫が見られた。他方で特別な記
載がない都道府県も多かった。各都道府県に対す
る研修体系への校内研修の位置づけの明確化を図
る必要がある。
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第第１１期期 第第２２期期 第第３３期期 第第４４期期

ⅠⅠ教教育育へへのの情情熱熱とと教教員員にに求求めめらられれるる基基礎礎的的素素養養（（１１〜〜３３））

項項目目 研研修修名名 担担当当

１１ ⼤阪府 ⼩・中・⾼等学校等 障がい理解教育研修会 ⼩中学校課 教務G

1 学校の授業等で活⽤できる「親学習」研修 地域教育振興課 地域連携G

1 府⽴学校常勤講師⼈権教育・授業づくり研修（１班）
教育Ｃ ⼈権教育研究室
教育Ｃ ⾼等学校教育推進室
教育Ｃ ⽀援教育推進室

1 府⽴学校常勤講師⼈権教育・授業づくり研修（２班）
教育Ｃ ⼈権教育研究室
教育Ｃ ⾼等学校教育推進室
教育Ｃ ⽀援教育推進室

1 へき地等学校教職員研修（春期） 教育Ｃ 企画室

1 へき地等学校教職員研修（夏期） ※隔年実施であり、R04年度は開設しません。 教育Ｃ 企画室

1 ⼩・中学校常勤講師授業づくり研修 教育Ｃ ⼩中学校教育推進室

１１ ⼩学校プログラミング研修（１班） 教育Ｃ 企画室

１１ ⼩学校プログラミング研修（２班） 教育Ｃ 企画室

1 府教育委員会免許法認定講習 教職員企画課 免許G

図18　研修体系と校内研修の関わり

都道府県等の教員研修計画等による研修体系と育成指標との関連づけの実態 75



４　教育センター等の教員研修の実践例

育成指標を踏まえた教員研修の実践状況を把握
するために、２つの教育センター等への訪問調査
を実施し、現状と課題の把握を行った。調査実施
の目的は、Ａ県総合教育センターが実施している、
育成指標の作成における工夫と、研修奨励として
の単位数を設定した履修制度（以降、「単位数設
定履修制度」と表記）実践の意図の把握であった。
Ｂ県教職員研修センター訪問の目的は、多様な
キャリアステージの設定と研修履歴及び促進を図
る HP のポータルサイト（以降、「研修ポータル
サイト」と表記）実践状況の把握であった。なお、
Ａ、Ｂは都道府県・政令指定都市レベルの自治体
名であるが、匿名性を担保するため一律にＡ県、
Ｂ県と表記する。
⑴�　Ａ県総合教育センターにおける教員への研修

奨励を踏まえた実践
育成指標に基づいた教員研修として特色ある実

践事例として、Ａ県総合教育センターを対象に調
査を実施した。訪問調査実施の主な視点としては、
育成指標の策定における配慮事項、及び総合教育
センターで実施している研修制度としての「単位
数設定履修制度」の取り組みの状況把握の２点で
あった。訪問日は、2022年12月15日であり、筆者
の一人が総合教育センターを訪問し、企画研究部
長のＣ氏より実践状況を伺うことができた。以下
に実践状況を示す。

第一は、育成指標策定における配慮事項につい
てである。Ａ県教育委員会は、求められる教員像
として、「気づく」や「展望する」「つながる」「挑
戦する」「伸ばす」の５つを規定している。この
ことを踏まえて、教員等が身につけるべき資質能
力を示す育成指標が策定されている⑵。策定され
ている指標は、「義務教育諸学校」や「高等学校」

「特別支援学校」の副校長、主幹教諭、指導教諭、
教諭などの職種、さらに「養護教諭」「栄養教諭」

「校長」に対する指標の６種類である。
育成指標で設定しているキャリアステージは、

着任時としての「ステージ０」、初任期から６年

目までの初任期「ステージ１」、７年目から15年
目までの中堅期「ステージ２」、16年目から24年
目までの充実期「ステージ３」、25年目以上の熟
練期「ステージ４」であり、実質４段階である。
ただし、ステージ０として、着任時に備えておく
べき資質能力を示している。また、ステージ４の
熟練期は、学校経営への参画として、副校長や主
幹教諭を想定した指標が示されている。

育成指標で設定している観点は、各校種、職種
とも共通で「基本的資質能力」や「人権」「学習
指導」「生徒指導」「Ａ県ならではの教育」等の７
つである。特に、「Ａ県ならではの教育」として、
Ａ県振興プランの実現やＡ県の伝統・文化の理解
と発信、グローバル化への対応をあげている。さ
らに「人権」として、人権尊重や人権教育の推進、
特別な配慮を必要とする児童生徒への支援をあげ
ており、これらの観点の設定は、他の都道府県と
比較しても特徴的である。

第二は、Ａ県が実施している単位数設定履修制
度である。単位数設定履修制度は、教職員個々の
研修意欲を大切にするとともに、キャリアステー
ジに応じた研修を計画的・継続的に受講できるよ
うにすることを基本的な考え方としている。取得
すべき単位数はＡ県総合教育センターで実施され
る１講座を１単位の履修とし、国やＡ県教育委員
会等が実施する研修の一部も１から３単位として
認定する。Ａ県総合教育センターで行われる研修
体系においては、基本研修や専門研修、指導者養
成研修、中核教員養成研修、特別研修の５つの区
分がある。さらに研修は、実施内容に照らして「教
科」や「領域」「コミュニケーション能力」「チー
ムマネジメント」の４領域に区分されている（基
本研修を除く）。教員が教職経験全体で履修すべき
単位数の標準は、60単位と設定されている。取得
すべき単位数の内訳として、必修とされる研修が
33単位、選択科目による標準的な取得単位が27単
位と設定されている。さらに取得すべき単位はス
テージと関連づけがされており、必修の研修は初
任期であるステージ１に28単位、中堅期であるス
テージ２に５単位の合計33単位である。選択科目

76 鈴木久米男・福島正行



による標準的な単位としては、ステージ１が５単
位、ステージ２が９単位、ステージ３が13単位で
ある。その際、管理職や主幹教諭、指導教諭等は
職能に応じて研修を受講することになる。

加えて事務職についても同様の単位履修の規定
があり、標準的な取得単位数を30と設定している。

なお、Ａ県総合教育センターでは、育成指標策
定における配慮として、教諭や主幹教諭等には「義
務教育諸学校」や「高等学校」等校種ごと、さら
に「養護教諭」「栄養教諭」「校長」に対する指標
等合計６種類が示されている。多くの都道府県等
においては校種を区別することなく育成指標を策
定しているところもある中で、Ａ県においては実
態を踏まえた指標が策定されているといえる。　

次に単位数設定履修制度実施のねらいである。
この制度は、教職員個々人の研修意欲を大切にす
るとともに、キャリアステージに応じた研修が計
画的に受講できるように配慮されている。このこ
とから、この制度は教職員の校外研修への参加を
意識化させるとともに、学校組織としても研修参
加を促すことができる等、研修奨励の意味合いが
強い制度といえる。

一方、今後の実践上の課題への言及もあった。
その一つが育成指標と実施している研修講座との
関連づけの強化である。現在は、育成指標に示さ
れた視点と研修講座の内容との関連が把握しにく
い状況にある。今後提示の形式を工夫するなどし
ていきたいとしていた。第二は単位数設定履修制
度の実施形態のいっそうの工夫である。現行のシ
ステムは、対面による研修を基本としている。他
方でコロナ禍以降においても、オンラインによる
研修の実施形態が活用されるべきとの考えがあ
る。対面とオンラインのよさ及び課題を整理した
上で、オンラインを取り入れた教員研修の在り方
を確立していくことを今後の課題としていた。
⑵�　B 県教職員研修センターによる教員研修を踏

まえた人材育成の取り組み
Ｂ県教職員研修センター訪問の目的は、育成指

標に基づいた教員研修として、多様なキャリアス
テージの設定と、研修の意義付け、そして教員個々

人の目的に応じた研修促進のための研修ポータル
サイトの活用状況把握の３点であった。訪問日は、
2022年12月16日であり、筆者の一人がＢ県教職員
研修センターを訪問し、企画担当統括指導主事の
Ｄ氏、そして指導主事のＥ氏から実践状況を伺う
ことができた。以下に実践状況を示す。

調査内容の第一は、Ｂ県の育成指標に示されて
いるキャリアステージの多様性と視点の工夫につ
いてであった。Ｂ県では、教育委員会が策定した

「令和４年度Ｂ県教員研修計画」⑶に基づいて教員
研修が実施されていた。同教育委員会では、校長
等の育成指標として、求められる役割や能力、さ
らに具体的に身につけるべき力等について「校長・
副校長及び教員」と「養護教諭」「栄養教諭」の職
種ごとの３種類が策定されている。育成指標には
成長段階を踏まえ教員としては、教諭や主任教諭、
指導教諭、主幹教諭が設定されている。また、主
幹教諭には、教育管理職候補者とされる成長段階
も設定されている。この候補者とは、副校長試験
等の管理職試験に合格し、待機中の主幹教諭であ
る。さらに、教育管理職として副校長と校長が設
定されている。教育管理職の育成指標は、教員用
に付加される形式で策定されている。

次に育成指標に示された資質能力の観点の設定
についてである。大きな区分として「求められる
能力や役割」や「教員が身に付けるべき力」「教育
課題に関する対応力」の３つが示されており、さ
らに教員が身に付けるべき力として、学習指導力
や生活指導力・進路指導力、外部との連携・折衝
力、学校運営力・組織貢献力の４観点が示されて
いる。さらに、これらの視点に加え主幹教諭や教
育管理職候補者、及び教育管理職には、学校マネ
ジメント能力として、「学校経営力」や「外部折
衝力」「人材育成力」「教育者としての高い見識」
が設定されている。加えて、「教育課題に関する
対応力」として「グローバル人材の育成」や「人
権教育の推進」等９つの教育課題を設定して、教
員や教育管理職それぞれに対応させた指標を策定
している。

以上のようにＢ県教育委員会が策定した育成指
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標の特徴として、成長段階が教員の職能発達と関
連づけて設定されていたり、教育管理職候補者と
して位置づけられたりしていた。また、育成指標
においては、「教育課題に関する対応力」が設定
されており、特徴的といえる。

第二に、人材育成を踏まえた研修体系の設定に
ついてである。同教育委員会は、教員の人材育成
において研修が果たしている役割に着目してい
る。具体的には、教育活動をとおした「OJT」や
校外研修としての「Off-JT」、さらに自己研修と
しての「SD」の関わりが重要であるとしている。
このことを踏まえて、教員自らが職層に応じて求
められる力を自覚し「OJT」や「Off-JT」「SD」
を計画的に実施していくことで、指標に掲げた目
標を達成できるようにする⑷、としている。

同教育委員会は、職層別教員研修計画を作成し、
育成指標に示された観点を踏まえ職層ごとに、
OJT としての校内研修と、Off-JT としてのセン
ター研修を対応させた研修例を示している。その
際の職層として、教諭や主幹教諭等とともに、教
育管理職候補者を位置づけていた。

同教育委員会は、教員研修計画活用の視点とし
て、教員の学びを子供の指導につなげること、と
している。このことは、授業を中心とした教育活
動において、質の高い教育活動を実現することで
もある。そのためには、各教員が自己課題を踏ま
えた成長を促進させる必要がある。さらに、学校
としての課題の把握や関係者からの教育活動への
期待を実現するために、組織の一員としての役割
を自覚して活動していくことが求められる。教員
の資質能力向上のためには、校内における研修と
しての OJT の充実を図るために Off-JT を活用す
るとともに、自己課題解決のための SD にも積極
的に取り組む必要がある。

第三に、研修ポータルサイトに基づいた研修の
実践についてである。研修ポータルサイト及び研
修受講申込受付システムとは、教員一人ひとりが
自分自身の研修履歴を確認しながら主体的に研修
に取り組むことにより、自己のキャリアステージ
を踏まえた資質能力を自律的に身につけることを

目標としている⑷。このシステムは、管理職が教
員一人ひとりの研修実態を把握することにより、
人材育成においても活用される。

研修ポータルサイトは、Ｂ県の教員専用となっ
ており、教員一人ひとりに割り当てられたログイ
ン ID 及び設定したパスワードを入力することでロ
グインが可能となる。ログインすると、研修履歴
等の確認や研修等の案内、研修関連の文書やリー
フレット、指導教諭による模範授業等を閲覧でき
る。さらに、研修講座を検索することにより受講
の申し込みができる。このことから、教員一人ひ
とりは、自己のキャリアステージ及び育成指標を
踏まえた研修課題を把握するとともに、研修の機
会として研修ポータルサイトにアクセスすること
により、研修履歴の確認及び申し込みができる。
研修ポータルサイトは教員の課題意識に基づいた
自律的な研修への取り組みを可能にしている。

一方、今後の教員研修における課題の第一とし
て、教員に対する様々な研修機会の周知があげら
れた。Ｂ県では、教員研修として様々な機会が準
備されている。しかし、教員への周知については、
まだまだ不十分との認識があった。教員個々人の
個別最適な学びを実現するために、研修ポータル
サイトをはじめ、多様な場を活用して教員研修の
機会について周知していきたいとのことであっ
た。第二は教員の多忙化と研修の負担感の関わり
である。教員にとって、勤務の実態を勘案すると、
なかなか研修の時間を確保できない状況にある。
勤務実態を踏まえ、教員の負担感を増加させない
ような研修の実施方法を今後も模索する必要があ
るとしていた。以上の２点が今後の課題とされた。
⑶　小括

以上のとおり、２つの教育センター等への訪問
調査の結果を示してきた。Ａ県総合教育センター
では、育成指標作成における工夫として、対象を
焦点化して育成指標が策定されていた。さらに、
単位数設定履修制度実践の意図として、教員に対
する研修奨励があることを確認できた。次にＢ県
教職員研修センターでは、多様なキャリアステー
ジを設定していた。さらに、研修ポータルサイト
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の実践状況を把握した。具体的には、研修履歴の
確認や研修講座の探索等ができる研修ポータルサ
イトにより、教員の自律的な研修を促す意図を確
認することができた。加えて各センターから課題
として、育成指標と研修講座との関連づけの強化
やオンラインによる研修の実施形態、さらに研修
内容の周知等があげられた。

５　研究のまとめ

本研究の目的は、教員研修の現状を把握するた
めに、全国の都道府県等で策定している教員研修
計画等に基づいて、育成指標と教員研修の関わり
を明らかにし、今後の教員研修の在り方を検討す
ることであった。

本研究のまとめを以下に示す。第一に教員研修
計画等の記載内容の分析により、全国の策定状況
を把握したことである。具体の一つ目は全国の都
道県等が策定した教員研修計画等の記載内容を分
析し、ほとんどの都道府県等が教員研修計画等に
基本方針や研修体系を示していることが分かっ
た。二つ目は育成指標の策定状況の把握であり、
管理職の育成指標が別葉で策定されていたのは全
国の８割程度と高い割合であった。その一方、事
務職については公表されている都道府県等に限定
すれば２割程度とまだ低い状況にあった。三つ目
は育成指標に示された視点の実態である。教員、
管理職それぞれについて設定している視点には、
都道府県等に共通性がみられたものの、設定して
いる視点数は多様であった。四つ目は策定された
育成指標に示されたキャリアステージの設定状況
であり、３段階と４段階が多く５段階がわずかで
あった。五つ目は中堅期以降の研修の実態であり、
実施しているのは４割弱の都道府県等であり、実
施していないところが５割と多い。さらに、実施
するとした都道府県の多くにおいて実施している
講座数は１であった。六つ目は、育成指標と研修
内容を関連づけるための工夫の実態であり、各都
道府県等が提示方法を工夫していた。七つ目は教
員の研修体系と校内研修の関連づけの実態であり、

４割程度が校内研修、１割程度が OJT との関連
を記載していた。各都道府県等の教員研修の内容
を分析することにより、以上の実態を明らかにす
ることができた。

第二に、育成指標を踏まえた教員研修の実際を
把握したことである。２つの教育センター等への
訪問調査の結果を示すことができた。Ａ県総合教
育センターでは、育成指標作成における対象の焦
点化による工夫や単位数設定履修制度の実践によ
る教員への研修奨励が行われていた。また、Ｂ県
研修センターでは、多様なキャリアステージの設
定や、自律的な研修の促進のための研修ポータル
サイトの実践状況が示された。

本研究により、教員研修計画等に記載されてい
る育成指標の内容や研修との関わり等を分析する
とともに、教員に求める資質能力やそのために実
践している研修内容を把握し、記載の実態や関係
性等を分析することができた。さらに先進的な教
員研修をしている教育センター等の実践を把握す
ることにより、OJT と Off-JT の関連づけの必要
性や教員の課題意識に基づいた自律的な研修の事
例を把握することができた。

今後の教員研修の課題として、育成指標に基づ
いた研修体系の再構築とともに、教員の研修履歴
の活用による OJT を主とした研修体系の確立が
あげられる。

【註】

⑴�　教員研修計画、研修の手引等については、各
都道府県等の HP からダウンロードして分析に
用いた。

⑵　Ａ県の「令和４年度　教職員研修計画」より　
⑶　Ｂ県の「令和４年度　教員研修計画」より
⑷　⑶と同様
⑸　「研修ポータルサイト」へのログイン画面より
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